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4 日米 安 保 形骸化 の懸 念
共通脅威の消滅や経済対立の激化を背景に、冷戦の産物である日米安保体制はもはや不要ではな
いかとの声が日米双方から持ち上がるようになった7)。日米安保のレソンデートルが揺らぎ出した
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意義を捉えたこと等この宣言は、日米安保条約の事実上の改定にも等しい重要な意義を帯びたもの
であった。






















7 新 ガ イ ド ラ イ ン と 周 辺 事 態 法 の 整 備
さて、日米安保共同宣言を受 けて、96 年6 月より日米両政府はガイドライン見直しの作業を開始
し、翌97 年9 月、日米安保協議委員会によって新ガイドラインが了承された。新ガ イドラインは「平
時」、「日本有事」、「日本周辺有事」の3 分野について防衛協力 に関する日米の役割分担を示したが、
最大 の特徴は、防衛協力 の重点 を安保条約第5 条事態 （日本有事）から6 条事態 （周辺有事） にシ
フト させた点にある。周辺有事における防衛協力 について新ガイドラインは、「日米がおのお の主体
的 に行う活動への協力」、「米軍の活動 に対 する日本の支援」、それに「運用面における日米協力 」の
西川 ：冷戦 後 の日米安 全保 障 関係 10!
3 分野を規定し、40 項目にわたる協力内容が盛 り込 まれた。
そして新ガイドラインを実効あらしめるため
ヽ 日本政府は99 年5 月に「周辺事態安全確保法案」
と「自衛隊法改正案」、 それに「米物品役務相互提供協定（ACSA ）改正案」のガイドライン関連法
案を成立させた。 このうち「周辺事態安全確保 法」で は、米軍 に対する「後方地域支援」および「後
方地域捜索救助活動」が規定された。「後方地域支援」とは、日本周辺での有事において活動中の米
軍に対し、後方地域において補給、輸送、整備、医療等物品や役務 の提供、便宜供与等を行うもの




一 方、アメリカで は冷戦後における三 度目の国 防方針見直し となる「4 年毎 の国防計画見直し




開戦力 としての米軍のプレ ゼンス維持 の必要性 を確認したうえで、 フローティンクしつつあった日
米同盟を、単なる二国間の関係から地 域の安定と紛争防止のための協力枠組みとして再評価する営
みとして展開していった。次いで、東アジアで不測の事態が生起した際、両国が効果的な役割分担
によってかかる事態に迅速、効果的に対応し得る体制作りへと作業 の重点 はシフトしていくが、 こ
うした一連の動きが北朝鮮の動向 を強く意識した ものであったことはいうまで もない。
その北朝鮮では、核 開発疑惑に続いてミサイル開発問題が表面化し、98 年8 月末には、北朝鮮が
発射したテポドン｜号が日本上空 を通過するという出来事が起 きた。 そのため、98 年12 月には弾道
ミサイル防衛（海上配備型上層システム） に関する共同技術研究を開始することが日米間で合意さ
れている。












































ばかりか、ロシアや朝鮮半島、中国を拒 す絶好の位置を占めている“）。し かも日本の補給能力 や民度、
政治的安定の高さはアジアで群 を抜 いている。
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先の大戦への反省や近隣諸国の歴史的感情を前に、この“瓶の蓋論”を受け容れ、自国の安全保障
や国際政治問題の処理をアメリカに依存する体質を抱え込んでしまったといえる。
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